
犯罪被害者等の⽀援体制
資料１

【 国 】〜犯罪被害者等施策の総合的⽴案・実施
・地⽅公共団体への助⾔、施策等の情報提供、⼿引き等の作成、研修等
・⺠間被害者⽀援団体への情報提供
・地⽅公共団体等に対する必要に応じた財政上の措置

【都道府県】〜域内の犯罪被害者等施策の総合的推進、多機関ワンストップサービスの中核的役割
【市区町村】〜域内の犯罪被害者等施策の推進、⽣活⽀援のための各種制度・サービスの実施主体
【都道府県警察】〜犯罪被害者等のニーズを第⼀次的に把握、ニーズに応じた関係機関への情報提供・橋渡し
【⺠間被害者⽀援団体】〜⺠間の強みを活かした柔軟・迅速な⽀援、初期から中⻑期にわたる⽀援
【その他の関係機関・団体】

先進的な都道府県の取組を参考とした多機関ワンストップ⽀援センターサービスの取組み（例）

各機関・団体に期待される役割 警察庁「地⽅における途切れない⽀援の提供体制の強化に関する有識者検討会」より（⼀部抜粋）
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（共通）
・多機関ワンストップサービスに参画
・犯罪被害者等のニーズを踏まえた
⽀援の提供



有識者検討会議の⽬的・検討事項等

 性犯罪・性暴⼒被害者のためのワンストップ⽀援センターと関係機関とのオフィシャルな関係構築、意⾒交換
 関係機関と連携したワンストップ⽀援センターの周知
 被害者⽀援に向けた関係機関との対応フローの策定、連携強化に向けた取組の検討

有識者検討会議の⽬的・検討事項

 被害直後からの総合的な⽀援を可能な限り実施
 被害者の⼼⾝の負担を軽減し、その健康の回復を図る
 警察への届出の促進・被害の潜在化防⽌

 STEP１ 知ってもらう ワンストップ⽀援センターの周知（関係機関・府⺠） 勉強会・啓発
 STEP２ 役割を認識し連携 関係機関の役割分担の整理と連携強化 対応フロー策定、事例検討会
 STEP３ 将来像の検討・共有 ワンストップ⽀援センターの将来像の検討 意⾒交換・共有

求められる核となる機能

 昨年度までは、府の補助⾦により、性暴⼒救援センター・⼤阪SACHICOがワンストップ⽀援センターを運営
 府の責務として主体的に運営するため、令和７年度から性暴⼒救援センター・⼤阪SACHICOに業務委託
 秋頃に、現在の阪南中央病院（病院拠点型）から、府こころの健康総合センター（連携型）に移転予定
 関係機関とは、今までのSACHICOとの繋がりで連携しており、役割分担等を明確に整理したものがない

府内の現状・課題

府のワンストップ⽀援センターは、委託事業化、活動拠点の移転、連携型への移⾏等、⼤きな転換期
これまで以上に医療機関、福祉、教育、弁護⼠、警察等、関係機関と連携強化を図る必要

ワンストップ⽀援センターの⽬的等 内閣府男⼥共同参画局「性犯罪・性暴⼒被害者のためのワンストップ⽀援センター強化検討会議」より（⼀部修正）

 ⽀援のコーディネート・相談
 救急医療・継続的な医療・証拠採取等
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⺠間団体 医療機関 警察 学校
（⼩中⾼⼤）

児童相談所
〈性虐待事案〉

⼥性相談センター
〈性的暴⼒〉

ワンストップ⽀援センター

（急性期）
・受傷部位治療
・緊急避妊
・証拠採取
・性感染症治療
・精神科治療

（中⻑期）
・性感染症治療
・精神科治療

弁護⼠

（急性期〜中⻑期）
・⺠事対応
・刑事対応

⾏政（福祉）

（中⻑期）
・⾃⽴⽀援
・⽣活⽀援
・児童福祉

警察

（急性期）
・証拠採取・保存

（急性期〜中⻑期）
・被害者安全確保
・相談
・被害届受理・捜査
・犯罪被害者⽀援
（医療費、給付⾦等）

その他、⽀援に必要な多様な機関と連携
※被害者が⼦どもの場合 児童相談所や学校と連携
※被害者の保護が必要な場合 ⼥性相談センターや⺠間シェルターと連携

内閣府男⼥共同参画局「性犯罪・性暴⼒被害者のためのワンストップ⽀援センター強化検討会議」より（⼀部修正）

ワンストップ⽀援センターの連携イメージ

地⽅公共団体

本⼈・家族 等

協⼒医療機関 【急性期】 電話相談、⾯接相談、同⾏⽀援（病院、警察、弁護⼠等）等
【中⻑期】 電話相談、⾯接相談、同⾏⽀援（病院、⾏政、弁護⼠等）等

男⼥共同
参画センター
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